
哩号泊h・
香時

第 135巻第1・2号

池 k 惇
戦後日本の貨物輸送に関する統計的分析・・張 風波

いわゆる「植民地物産」について (3) ・・…・・渡辺 尚 却

現代における農家経済構造と負債問題(上〕ーー大塚 茂 44 

軍事研究開発と軍事費の膨張・.

第二次世界大戦前における大阪の

都市形成過程・・

経済学会記事

昭和 60年 1・2月

新岡 智 62

イ11 瀬 光 義 80

草郡大事経?持事盲



80 (80) 

第二次世界大戦前における

大阪の都市形成 過程

川瀬光義

はじめに

2日世紀をむかえてから.第一次世界大戦を経た1920年から'30年代にかけての

時期は，世界的にみても第三次世界大戦前における都市化のピークをなしてお

り，都市問題研究においても「現代の起点Jυなどといわれているところである。

確かにこの時期は，注目されるにふさわししそれ以前にはみられない特徴

的な出来事が，わが国においても発生していたのである。まず第一に，この期

の急速な都市化とそれにともなう市街地の肱張を背景に，大都市を中心に各地

で都市周辺町村の市域編入政策が相次いで実施された。その結果，各都市とも

市域や人口を数倍化させ，今日の行政区域がほぼ確定されたのであるべ第二

に，かつてない都市問題の激化を背景に，内務省宇地方団体の行政官をはじめ

とする幾多の論客が活躍を L，都市研究が旺盛にすすめられた時期でもあっ

たへかれらの多くは，先進諸国の実際例をよく研究し，わが国独自の諸問題

にも考察を加え，少なからず先駆的な政策提言をしており，当時の都市自治の

確立に対する貢献は，今なお肯定的に評価されているペ 第三応，わが国都市

。宮本意ー「都市経済論J198C年， 172ページ。
2) 東京は1932年 I，~ ，大阪は19田年に円台屋は1921年に， 京都は1918年と'31年に， 横棋は1927

年に』神戸は192C年と'29年に， それぞれ市域拡張を実施している。また，六大都市以外でも，
古くから市制を敷いていた都市をはじめ多くの市北近隣町村を合併し℃市域を拡げている。以
上は噌東京市政調車会「日本都市年鑑」各年版を参照。

め その代表は，克京白後藤新平を中心としたグループや大阪の関ーなどである。かれらはみずか
ら研究機関を設けるなどして(東京市政調査会，大臣都市1協会など)，活発に活動していた。

4) 宮本憲一，前掲書， 188-193ベ ジ，柴田徳衛「現代都市論」第二版. 1976年. 133-14-4へー
ジ，など。
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政策史上初の本格的法体系であり I都市の形状についての基本線の確立に大

なる影響をもった」むといわれ五都市計画法が制定され(1919年)， それにもと

づ〈施策が展開されたことであるo この法の成立に至るまで中心的な役割をは

たしたのは，既に述べた都市行政自たちであり，かれ bが中心になって組織l.-，

1927年に初めて関かれた全国都市問題会議でも，最初の議題と Lて都市計画が

取り上げられていた。

このように， この時期は，市域拡張政策によって現在の主要都市の原型がほ

ぼ定まることにな勺た点において，また，種々の問題をはらむとはいえ，都市

計画法によってわが国で初めて総合的な都市政策が追求されたという点におい

て，わが国の都市形成史と都市政策史それぞれの画期をなし，両者の関係を検

討する上でも つの典型をなすといえる目。

本稿ではさしあたり，この都市計画行政がすすめられる前提となった都市形

成過程を分析することとしたい。都市計画行政は，財政的には，都市再開発の

ための道路事業にそのほとんどが費されたのであ与が，財源を要しない規制策

として，地域制や区画整理にもとづく土地利用規制が重要な役割をはたしたの

め吉宮重夫!都市政覧の焦点 I都市問題」第58港第l号.1967年1月， 7ベージ。

6) 総じて.，斤代日本の都市研究は遅れがちであ q た杭近今人注Rすべき業績が葺場t掛めてい

る。行政学の分野では，赤木須留喜「東京都政白研究J1977~ちにおいて，制度論を中心に都市
支配の実態の解明がなされている。社会活揖史の分野では，石揮柑道「東京D社会証済史J!9何

年，において，明治維新から関東大展覧までの都市の詰問題抗多面的に分析されている。匠曳

学白分野では，宮地正人「日露軸桂政治史の研究J1975弘江口圭一「都市小ブルジョア運動史

の研究J197E年，橋本哲哉，都市化と民衆運動， I岩波講座日本歴史17J 197-6年，などで，民流
運動静成の場として都市が舟析されている。経済学におげる最も先駆的な業績は，宮本憲一，柴

田憧南両氏の前掲害である。とくに柴田昌はその初版を1967年に1刊行するなどして，早くから都

市問題への経済学的アプローチを試みている。また，本摘が対車とする大医については，関市政

の評価をめぐっての業績が出ている。例えば，関野満夫l 閑ーの都市財政論目関ーと大阪市宮事

業 「経済論議」第129巻第1・2号，第3号， 1982年1・2月， 3月，では， 土地課税論や市首

事業論を中心に現実の動向とあわせて批半的検討がなされている。芝村晴樹，関戸における都市

政策の歴史的意義，大阪歴史学会編「近代大阪の歴史的展開J1976年.大正期の大都市行政に関

する考察" Iヒストリア」第77号， 1977年，などにおいても，大医の歴史的分析をふまえた関市

政の包括的検討がなされている。その曲都市政策」第35号.1984年4月，では，都市形成史

り持集か組まれており，宮本潜ー，都市形凪史の視点，をはじめ，来車・蹟眠・ホ都・大肢の都

市形成過程の分析が試みられている。なお研究史の整理こ際しては.成田陣ー，近代日本都市史

ノート. I新しい歴史学Dために」第153号， 1978年11月，近代日本都市史研究について， I歴史

学研究」第464号.1979年1月，を一部参照した。
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であり，これによって近郊農村をもまきこんだ広域行政が展開されることとな

った。とれらのことは，それまでの都市形成において，既成市街地の再整備の

みならず，土地をめぐる諸問題宇都市化されていない近郊農村との関係をめぐ

る諸問題が生じていたことを意味している。本稿でも，都市化という市街地膨

張の過程を分析する際，これらの点には特に留意することとしたい。

従来，都市化について経済学からアプローチを試みる場合. (1)集積. (2)社会

的分業. (3)市場. (4)交通. (5)都市的生活様式 集住商品消費・社会的共同消

費. (ら)経済的管理と社会的権力，などの諾特徴があげられてきた。とりわけ人

口の集中・集積が都市化をあらわす指標としてとりあげられヲ集積論を中心と

した展開がなされている九 つ主り，都市化の原動力を資本が集積利益を求め

て都市に集中・集積することにおき，集積利益・不利益をめぐる資本と住民の

対抗や，社会的共同消費手段をめぐる諸問題が明らかにされている。

しかし，本稿で強調しているように，都市化のもう一つの側面は，都市の膨

張による農村を主とした非都市地域の根底的な変貌であり，この側面を集積過

程と合わせて把握するのでなければ，都市化を十分に論じたことにならないで

あろう。そこで本稿でほ，資本主義社会における都市化を分析する際，資本の

集中・集積していく過程とともに，資本が新たな支配領域を求めて外延的に拡

大していく過程をも具体的に視野に収めることとしたへその際の分析視角と

して，既に述べた都市計画行政の課題をも考慮して，第ーに，市域拡張の過程

で最大の社会問題となった貧民層の状況，第二に，都市形成を規定ナる決定的

要素の一つである土地の所有構造や利用状況，第三に，近郊農村との関係に注

目する，としヴ三点をおく。

7) r都市化は， ある地域が先<06つの特徴をもち その特徴をつょくすることである。 なかで
も，人口の集中 集積が都巾化をあらわすも山 σあるJ C宮本量一，前掲書， 38~、ージ〉。

8) r資本主義白地域的集中と外延的膨張の傾向」は「たがいに対立しているようで，実は二っと
も資本主義に内在する傾向であるJ (島恭彦，地棋風発の現代的意義. r地甑の政治と経腎J19 

76年. 12ベージ〉。また，山田浩之氏も，経済的基礎過程における都市化を既に都市化された地
域における都市的諸性質申増大，都市的性質の外延的拡大， 左いう 2つの型に分け，現実には両
者の混合形態が進行する任指摘してし、る cr都市町経酒分析J1980年.32ベージ〉。
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さて， このような考祭の素材として，木稿では大阪をとりあげることとする。

なぜなら，当時の大阪は，束京を凌いでわが国商工業の一大中心地であり j 都

市形成と資本・地主との関係を解明する上で最も典型的な事例をなすからであ

る。また， 1925年に実施された第二次市域拡張は，既成市街地の編入しか認め

ないという内務省の方針の枠を大幅にこえ，純粋の農村地帯をも含めた大規模

なものであり，その豆、味で都市膨張政策の白木における最初の典型であったか

らである。

I 中枢管理機能の集中と工場の周辺地域への進出

高田民居住地と工場立地の関係を中心として一一

「第一次都市化」といわれるこの時期には，六大都市を中心に急速な資本の

集中・集積，人口の集中，市街地の拡大がすすんでいた。それらをまず人口に

ついて概観するならば，六大都市の中でも東京・大阪の人口増が格段に激しか

ったことがわかる。 とりわけ， I日大阪市9)では， 1897年の第 次市域拡張時に

約76万人であったのが， 20年後の1917年には約 156万人という倍増ぶりを示し

ていた山。両都市の人口密度も高<， 1910年代には世界の大都市の中で，パ

リ・へノレリンに次いでいたω。大阪の人口過密ぶりは「総面積に対する密度に

於ては大阪は東京以十であるがヲ宅地に対する密度に於ては六大都市に冠たり，

恐らく世界ーであらうと忠われる 過群状態から見れば市全体が英国の都市

研究者，ミ lリック・ゲデス氏の所謂半貧民窟もしくは上等貧民窟であると云ふ

のが適評J12)とまで報道されるほどであった。

この期の人口増の今一つの特徴ほ，都心部以上に旧市周辺地域でのそれが著

9) 大阪市はI 戦前において， 1897年・ 1925年のz度にわたる市域拡張を実施してレる。本稿で
1旧大阪市」またはl旧市域」という組合， 1897年に定められた市域を， r新市域」という場合，
1925年に編入された地域(旧東成郡西成郡〕を意味するものである。

lの 「大阪市統計書」より。
11) 大阪市区改正部編「大阪市部甫計画参考資料」より。なお同資料によれば，世界の大都市白人

口密度上位10市のうち， 5市を白木の大都市が占めていた。
12) r大阪朝間新聞J1919年3月16日付。
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注) l~阻}午の大.II!<市入口の減少はj 知一回国勢調食の実施によって，ぞれまでとは人い集言 1-0...1方法が異たるよとになったためである。
資料〕 大板市区喧正部編「大阪市都市計画参考資料J， 大阪市役所都市計画部「都市計画資1+(大蝦府西成郡東成古町村の大根¥)J，大

阪市住所「接近町村編入ニ関スル祝査書 1，より作凶。
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いわゆるドーナツ化現象の徴候が現われはじめていたことである。第 1

旧東成西成両郡のうち，旧市域に隣接しでとりわけ人口増の激しかった

町村の人口の推移をみたものである出。旧大阪市の人口密度が飽和状態に達し，

人口増のテンポがやや鈍りがちであるのとは対照的に，いずれの町村も急速な

人口増を示しているが，中津・豊崎・今宮などのように「半貧民窟」たる旧大

阪市以上の人口過密地帯が存在していたことに注目すべきであるiヘこれら町

村の財政力では，この急激な都市化に対応し得べ〈もなく，無秩序で環境の悪

い市街地が形成されてし、たu

この土うな人口増をもたらした最大の原因は，急涼な工業化にある。大恐慌

直前の1927年には.阪神・京浜の両工業地帯だけで，全国工業生産額の半ば近

く (44.7%) を占めるに至っていたのであるが，なかでも大阪は，工場数・職

工数・生産額いずれをとっても府県別では第位にあり，当時の経済的地位の

高さをうかがわせている1へこのうち工場数の行政区別の増減をみたのが第2

表である。全般的に新市域での増加が顕著であるが，旧而域では，此花・港と

いった市街化の遅れた西大阪地域での増加が目立つ。また，かつての最大の工

業地域は旧北区であったが， lC年間の工業発展により，東淀川|・東成・港のよ

うに北区を上回るほどの工場をかかえた行政区が出現することとなった。さら

に1924年の工場数を使用職工数に応じて規模別に分類したりが，第 3表である。

第 2表で工場数0)増加を示していた行政区域の方が，大規模工場の占める比重

の高い ιとが目立つ一方で，全般的に中小工場が大きな比重を占めていたこと

うかがえがる1的。

13) これら町村は 「知一闘」つまり「大体において市に接続して市と金く同様の外観を呈L. 当

時既に都市イヒの過程を終えた地域」と分類されている〈大阪市役所「大阪市域拡張史J1935年，
46ペジ〉。

14) 1933年目居住年限階親別公民人口調査によれば，新市域の旭区では，居住年限16年未満が全体
の65%を占め目、た。 i欧州大戦目勤発となり，経済界は異常の緊張を呈し，本市は西部白木の
経済活動の中心地として目覚しき躍進を為したる結果勢ひ農村人口の流入顕著」となったことに
よるものである(大阪市社会部哲働課「本市住民に関する一研究J1934年，出品へーシ〕。

15) 天)11康，戦時経済移行*の大医工業，大阪歴史学会編，前掲害， 462-463へ ジo

16) i第一次大戦後から192C年代を通じて，巨大な企業・工場が成立する一方，きわめて多数の中
小零細企業て唱が発牛し，それが士宮な比重を占めているところに大阪経済の特種があったjノ
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第 2表 1924年末および1914年末の職工10人以上使用工場数

域

港 |天王寺|南|浪速

256 28 41 216 

1914年 119 143 128 56 36 79 196 

指数 ('14年~l凹〉 124 95 日7 457 78 52 110 

i 新 市域

士一一E1 西淀川医竺11且旦恒三J 里_~L"
1924年 2，075 

1914年 60I 51 I 48 I 20 I 20 I 1，180 

指数ひ岬4 町 303152915泊 3901 640 1 17~i 

資料〉 大阪市役所産業部「大阪市商工時報」第on号.1926年5月， 7ベージ。

第 3衰工場規模別分布表(19叫年末〉
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賃料j 小出康也大止用士山又の公害問題と工業弛域の形成， 大阪歴史学会編，前掲書， 388ベー

ジ。原資料は「大阪市商工時報Jl第60号， 36-43ベージ。

ヘ〔芝村駕f乱近代大坂田形成と関ーの都市政策， i都市政策」第35号， 1984年4月， 62ページ〉。
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以上の人口および工場数の推移は，経済発展にともなって大阪に集中した人

口および工場が，既に飽和状態に達しつつあった!日大阪市よりもむしろ，その

周辺町村に密集していったことを示している。その結果形成された市街地の状

況は，間成郡については，その「大半はl業地域亡あっ t道路は幅貝狭<，且

つ不規則なるのみならず，土地低湿にして媛屋密集し，民度の低き多数人集り

て，非衛生的なる生活を営んで居る上に，附迂に散在する多数の工場か b吐き

出す煤煙は，空気を混渇不潔ならしめ，稀に見る過群状態と相食って，其の保

健状態は懸念すべき」であった L I東成郡に於ても大阪市に接近せる町村は

住民の犬部分は，工場労働者又は家内工業従業者等の目雇労働者であって

生活程度低<，衛生状態の不良なる ζ とは西成郡に譲らぬJ1Vという具合であ

った。まさに「市の周囲部と接近町村の状態は一日も忽にすべからざる実状を

呈して居ったJ18)のである。

他方，人口・工場数ともに停滞 第4衰旧市内に本腐を有する会社数。推移

1912年 843(184) 1919年 1，575( 595) 

'13 1，054(195) '20 2，087( 861) 

'14 1，271(229) '21 2，587( 966) 

'15 1，200(210) '22 2，819(1，042) 

'16 1，435(259) '23 3，185(1，098) 

'17 1，829(383) '24 3，221(1，122) 

'18 1，359(466) 

注) ( )ほ株式会社数。

ないしは減少の傾向をみせていた

旧市域には，第4表にみられるよ

うに，会社の本社機能が集中して

いった。とりわけ，資本規模の大

きい株式会社の占める比重が，全

体としては1918年ごろに一時的な

減少がみられるにもかかわらず，
資料) I大阪市統計書」告年版!より作成。

一貫して増加し続げていることが特徴的である。つまり，周辺部が現業をにな

う一方で，中心部に中枢管理機能が集中するという独占資本主義段階に特有の

地域的分業関係が成立し始めていたのであるo そしてこのことはまた，旧市域

17) r人阪市域拡張史J93-94ペ ジ。同書亡は，衛生状態党示す指標としてl 人口死亡率・上水
道設備 下水道設備がとりあげられている。このうち死亡率についてみるならば， 1918年より'22

年までの 5年平均の人口千に対するそれは，旧大阪市町22人に対して，百成君1¥24人，東成郡30人
であった。また乳児死亡率は，一般死亡百人につき， I回大阪市が11人であるのに，西成郡28人，
東成郡21人であった。

18) 関一，都市計画論， r都市政策の理論と実際J (遺稿隼)19明年， 124ベ←シ。
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にも再編成の波が押し寄せてくることを余儀なくさせるものであった山。

また，大阪の経済的役割を考える際，港湾機能を見落とすことはできな¥'0 

なぜなら港湾整備は，大阪市が開市以来最も力を注いできた事業の一つだから

である。例えば， 1897年の市域拡張の大きなねらいの一つは.市域を大阪湾岸

にまで広げて築港事業を円滑にすすめる乙とにあった。そして市域拡張と同時

に，当時の市予算の20倍規模で，築港事業が起工されたのである。また， 1903 

牛に開通した市電第一期線も，築港埋立地の振興を意図したものであった。か

くして造成された大阪港の貿易額は，第一次世界大戦後の不況による一時的停

滞はあるものの，着実に増加し続け，全国的比重を年々高めていった20)n そし

てまた大阪港は，横浜港とともに全国でも数少ない出超港でもあった。その貿

易内容は，輸出の約90%がアジアむけであり，とくに中国への製品輸出の占め

る割合が高くなっていた。輸入では，アジアおよびアメリカ合衆国からの原料

輸入が高い比重を占めていた。それ故，大阪港の貿易は「原料ヲ購買シテ加工

ノ上全製品トシテ販売スノレ」いわゆる「加工貿易」の典型を示していたのであ

る。

以上， この時期の犬阪の都市形成過程において，旧市域周辺部とその隣接地

域では，急速な工業{tと人口増とが一体となってすすんでいたこと叩'その一

方で，社会資本の比較的盤備された都心部およひr港持地域では，活発な経済活

動が展開されていた乙とが，うかがえるであろうロ

しかし， 1914年り犬阪市の工場調査および大阪府内務部調査にもとつ< 1大

19) 1921年に始まった第 次大阪都市計画事業は， 11目市内の街路の拡張新設或は街路を侵して居
る軒切り，舗装J(関 ，大大阪の建設， 1士大阪」第4巷第6号， 19四年6月， 4ベージ〉つ
まり，旧市域の道路整備計画であった。

20) 冊えば， 1912年の貿易額8，390万円であったのが， '25年にはその約10倍となり，全国に占める
割合も7.3%から16.5%になった。ここでの貿易に関する数値・奇|用は 1大阪府統計書J1930年
版. 77-81ベージによる。

21) 同様の傾向は東京にもみられる。つまり「回大工業地帯のうち京浜，京阪神のふたつの地帯で
は中心的な都市白人口増大よりも，周辺市町での人口増大が著ししこの段階に工業地帯#成が
大きな地域的なひろがりをみせていると予想される」というのである(橋本哲吉弘大正デそクヲ
シー却における都市の形成について， r金沢大学法文学部論集」経済学篇22，1975年. 43-44ベ
ーシ〕。
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阪市及其附近の工場分布状態」山には， 既に第一次世界大戦前に以上のような

状況の徴候が現われはじめていたことが示されている。以下， 同文書に叙述さ

れている大阪の地域構造を概括して，ここでのまとめにかえたい。

それによれば，旧市では旧北区(後の此花区の一部士含む)が最大の工業地

帯であったが， 人口密度・工場密度では旧南区が最も高〈なっていた。旧東区

は「商業的地域が其主要部分を占め」ていたのに対して， 旧西区は工場数・人

口ともに最低であった。しかし旧西区には末開発地が多し 「土地の広麦」

「交通の便利」 とl、う条件からみれば，大工業時代へむけて「此経済界に於け

る時勢新運の要求を充L得べき根本的性質を有」しており， 「工業地として大

阪市将来の運命を把握するもの」 とみなされていた。

旧東成西成而郡については，まず「市の北部に於ける工場は郡部工場。半数

以上を占め，殊に新淀川l南岸は最大多数の工場を有して主主かに他部を凌駕し」

「大阪市及両郡を通じて重要なる大工場地域」とみなされていた。その原因と

Lて， 市内の大工業地域と隣接していたこと，河川・鉄道等の交通の便に恵ま

れていたこと，地価が比較的安かったことなどに加えて I戸占者1日率亦幸夫
にして尚周囲の状況市内に比し細民の住居に適し随って労働者を得るのに便な

る」

22) 

〔傍点は引用者〉ことがあげられていたことに注目すべきである。第5表

'19 

'21 

'23 

「大阪市商工時報」第1号， 1916年 l月，所収。
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は，この地域の代表的町村の一つである鷺洲町の有権者数の推移を示したもの
u 

である。当時は，いうまでもなく，納税額によって公民権資格を限定した制限

選挙制であった。衆議院議員選挙の有権者は， 1915年において全人口の約2.9%

であり，男子に普通選挙権が与えられた前年の'24年でも約邑6%であったが出，

鷺洲町のそれは'15年が0.7%，'23<1"が2_1%と全国平均よりはるかに低〈なって

いる。また，まったくの農村地帯であった旧東成郡依羅村の'17年の数値と比べ

るならば，鷺洲町の有権者比は約J1iほどでしかな<，その「細民」ぶりがうか

がえるZ心。この地域や西大阪一帯の他に，将来の大工場地帯として嘱望されて

いたのは，新市域の南西部とわわけ木津川・十三間川付近であるが'"そこで

も「細民」の住居に適していることが，理由のーっとなっていたのである。

他方，これと対照的なのが新市域の南東部であった。そこは，鉄道の発達に

ともなって「中流以上の住宅地として漸次発達しJ r人口増加著しきも多くは

市内通勤者其他上流者の多〈細民少く，大工場地としての望少し」とみなされ

ていたのである。

II 大地主・土地会社の地域支配

以上のような都市化は，また，莫大な富が都市へ集中していく過程でもあっ

た。ここではまず，主に所得税統計に依拠してその富の分自己状況を分析し，大

阪の都市化の特徴をつかむこととしたい。

第 6表は，大恐慌以前までの大阪市民の所得構成の推移を示したものである。

作成者のまとめによれば，全国と比較した大阪市の特徴は，経済の中心地にふ

さわし<，法人所得たる第一種所得，公社債の利子所得たる第二種所得，個人

23) r日本帝国統計年鑑」より。
24) 1924年の詩査による「ノJ ド」階紐一一自活能力たき者又は生活困難なる者一一ーの生人口に対

する割合は， I日大阪市Ll%，東成郡1.5%であったが! これb工場地域をかかえる西成郡は2.6%
であった汀大国文市域拡張史J103-104ベ ν〉。

25) r此ノ地方ハ将来木津川ユ沿ウタ重要ナ工業地域トシテ，非常ニ発展スベキ運命ヲ有ッテ居ル
土地テプリマスJ (大阪市区改正委員会編「大阪市区連E委員会議事速記録J1919年， 202ベー
山中井隼太の発言〉。
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所得たる第三種所得のうちの「貸宅地及貸家JI商業JI配当」などが，高い比

重を占めていることにあった加。他方，勤労所得に該当する「労力」叩「俸給J

の比重は，さほど高〈なかったのである。

さて，第6衰の「貸宅地及貸家」による所得の推移に注目するな bば，一員

した増加傾向を示し，ついに'28年には第三種所得の中で第一位を占めるにまで

至っていることがわかる。とりわけ， '20年代の増加ぶりが顕著である。 '20年代

の全般的経済状況は，第一種所得や商業・土業所得の停滞もしくは減少ぷりか

ら容易に推測され得毛ように，総じて不況期であった。にもかかわらず，第二

種所得土ともに，とのよ

うないわば寄生的所得は，

ふえ続けていたのである。

しかも第6表は，所得税

納税者のみを対象とした

分析の結果であることに

留意しておく必要がある。

第 7表によれば，この間

の大阪市民の納税世帯は，

多い年で総世帯の2日%余

でしかなし大部分の大

阪市民の所得額は，所得

税の納められない水準で

第7表大阪市の第三種所得納税戸数

ミト¥|総戸数(，)附戸数(b)1 b/a I 

]912 306.73] 44.258 14.4% 

'13 301.261 32.388 10.8 免税点400円

'14 303，648 32，819 10.8 

'15 309，OS7 33，434 10.8 

'16 317，839 35，695 11.2 

'17 328，415 39，145 11.9 

'18 32]，189 38，310 11.9 免税点5口口円

'19 316，127 44，788 14.2 

'20 276，347 37，806 13.7 免税点即日円

'21 280，2口O 47，口69 16.8 

'22 284，100 55，317 19.5 

'23 288，口00 60，811 21.1 

'24 292，000 65，204 22.3 

'25 483，990 89，591 18.5 第二次市域拡張

'26 5日3，700 55，066 10.9 免説点1500円

しかない ζ とがわかる。 資料) I明治大正大阪市史」第5巻所収の第G表より作成。

また， '25年の市域拡張によって，納税戸数の割合が3.8%減少したことは，新市

域住民の所得水準の低さを裏づけるものといえよう。

26) 汐見三郎，大阪市民の富の構成と分布， I明治大正大阪市史」第5巷， 681ベージ。
27) I労力」位， I被傭者たると否とを問わず， 5ij'働に依る所得Jと定義されていた〔同上I 678 

d¥←会/。
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戦前の大阪市ではz 住宅の90%近くが借家であり"九また1920年代になると

住宅問題は， r絶対的住宅難」から「借家人の経済的負担能力と借家料との聞

の不均衡」という「経済的問題」に移ってきたといわれている則。高額所得者

たる一部の地主・家主の既に述べたような 第8表借地借家争議白推移

所得増の一方で，大阪市民の大多数を占め

る所得税非課税の中下層の借地借家人は，

不況下での所得減に追し、打ちをかけるよう

な重い地代・家賃の負担増に苦しんでいた

のである山ω 第s表によれば， '20年代に異

常なほど借地借家争議が増大していったこ

とがわかるロしかも同表の数値は，借地借

家調停委員会に申請されたものだけである

(イ昔地借家調悼吾へ白申請数〉

年 |借家争議|日争議|

1923 524 52 

'24 527 51 

'25 738 79 

'26 1，123 110 

'27 1，753 193 

'2~ 2，213 236 

資料) r大板市住宅乍報J1928年j

128ヘジ，より作成。

から，実際の争議数は， もっと多かったものと推測される。そしてその原因の

多くは，家賃・地代の値上げによるものであった31J。

さて，以上は，土地所有を基軸に，貧富の格差とりわけ住宅問題の深刻さを

みたものであるが，都市形成への影響という点では，未開発地を中心とした土

地建物会社の活動ぶりにふれておく必要がある。

第 9表によれば，六大都市の中でも大阪の土地建物会社は，資本金・土地購

入面積ともに群を抜いて大きかったことがわかる叩。また，いずれの都市にお

いても，その土地購入面積と比べてわずかの土地しか売却されておらず，横浜

以外では敷地造成すらほとんどすすんでし、なレ。こり ζ とは，これら土地建物

会社の大部分が，土地の開発や有効利用を中心に信業活動をいとなんだという

28) 大阪市社会部調査課「λ阪市住宅午報J1930年版， 2-3ベ ジ。
29) 同上， '25年版， 10ヘージ。
30) 大阪市内の家主0;060克は20戸未満の惜事しか持たなレ零点四家主 CJ?り，そり多くは借地人であ

ったく同上， '30年版ョ 32-33へージ〉。
31) 同上，各年版より。
32) 買古田不動産会社のうち「大阪地方の大会社に対抗できたのは，大E元年10月に創業した東京

土地株式会社ぐらいであるJ(旗手勲，日本資本主義の成立と不動産業〈下)， r土地住宅問題」
64， 1979年四月， 25へージ〉。
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第 9衰六大都市の土地建物会社

|東京|京都|大阪|横浜|神戸|名古屋|

総資木〈千円)I 20，840 I 1，500 I 150，548 I 2，600 I 22，200 I 7，928 

払込金〈千門〉 13，040 725 81，235 1，950 7，36<3 3，145 

土地買入(坪〉 121，444 39，146 4，000，706 43，801 1，090，100 353，508 

敷地造成(坪〉 25，678 8，596 533，385 48，149 106，412 

敷地売却〈坪〉 31，030 4，782 216，863 1，877 16，952 

建物売却〔坪〉 4，804 42 100 257 1，415 366 

資料〕 池田宏「都市経営論J1922年， 215-2H3ページ。

よりはむしろ，士地投機に奔走Lていたことをうかがわせている。例えば，

「大阪朝日新聞J1921年 8月初日イすには，次のように報じられていた。

「大阪市は市内外の土地住宅会社64会社に就いて調査を行った これ等

脱会社の設立目的には土地住宅経営の金看板が付いている。以上の調査に依

って見るも土地が投機の目的物とされて地価が吊上り住宅を建てたくても便

利の良い土地は土地会社の独占となり買ふとなれば有りつ丈を貧られる」叩

またこれらは，大土地所有者とともに，地価の比較的安い未開発地域に多くの

土地を所有していた。例えば，将来の大工業地帯として期待されていたと先に

述べた西大阪地域には， 1914年現在で約460万坪の未開発地が存在していたの

であるが，その大部分は，第10表に示されているように，大地主・土地会社の

手にあった。しかも大地主の多くは，同表のように土地会社の役員をも兼ねて

おり，双方は事実上一体のものとみなして差し文えなし、2430

以と，市街地では，低所得層を中心に住宅問題が深刻化していた一方，大地

33) ニの後に 大阪北港，安治111，大阪住宅経営という土地会社が，士阪市から低利融資を受けて
いたことも報じてL品。また，関ーも土地会社について次のように述べていた。 r大部分は，会
社の設立の際種々の手段を以て，発起人が利益を獲得し，ヱ設立槙，株式投機に依って刺得せむ
色する不真面目なるものである。従て，其資本金は全く土地代価に変じ，土地の開発に必要なる
地上げ，道路の築造等も実行して居らないり Cあって住宅建築OJ4口きは総 CVJ会社り定敢に掲げ
てあるのみで，会社当事者は全く寺伺に附して顧みない有様'Jcr住宅問題と都市計画J19四年，
75へジ〕。

34) 例えば，住友吉左衛門は，大阪最大白土地会社であった大阪北港の筆頭株主であり，埋立地を
除〈その経営地の63J百は， かれが売却した土地であった cr大阪北港二卜年史J1941年. 7-10へ
ージ〉。
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第10表西大阪未開発地域の主な土地所有者 (5万坪以上〉

陣地問|田知州雑地〈坪)1合計|

外 村与左衛門| 5，851 90，767 771，553 868，171 安治川土地(株〉取締役

和 回 ア イ 64，307 515，049 30，499 609，855 

佐友吉左衛門 39，825 132，478 243，996 416，299 住行友，本住社友倉(株庫〉社〔株長3i取住締友役銀

芝川又右街門 12，213 269，246 lS0 281，609 次男が千島士地〈株〕取締役

藤 回 組 71 106，126 104，192 210，325 

清海復三郎 9，101 180，364 745 190，210 大阪北港〔株〕取締役

大阪港土地株式会社 166，557 -1 166，557 

泉尾土地株式会社 679 126，426 37，133 164，238 

岩 田五郎左衛門 3，607 156，114 -1 159，721 岩田土地合名会社代表社員

辰馬吉左衛門 10，550 37，155 84，690 132;395 
川杉安〔株|土村治〕川地取倉土庫締〈株地役〈株〕相(株〉談，〕役取朝締鮮役電， 夙気

杉村正太郎 5，515 111，088 116，603 

政岡土地合資金社 17，300 97，907 115，207 

間 中 市 蔵 2，860 962 111，m4 114，856 安栄土治川地土〈株地〕監(株査)役副社長， 共

末野与兵衛 160 71，619 71，779 

和久新三郎 4，219 63，758 67，977 

資料〉 西部大阪に於ける未開発地域調， r大医市商工時報」第1号. 1916年 l月， 132-133 
ベ一山より作成。役職は「人事典信鋸」による。

主・土地会社は大量の未開発地を所有し，以後の都市形成にお日るその影響力

の大きさをうかがわせるに十分である。そしてまた，前節で指摘したような都

心部は中枢管理，周辺部は現業という地峨構造が形成される過程での土地をめ

ぐる以上のような状況の存在は，都市形成にお判る「集積と外延的拡大」を考

えるにあたヮて，土地問題の検討が不可欠であることを示唆している。

III 農村地帯の市域編入と寄生地主制

以上のような都市の膨張は，必然的に近郊農村のスプロール化・解体をすす

めていった。例えば，鷺洲町では，編入直前における農家戸数は，総戸数12，014
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のうちわずか76にしかすぎず，伝法町に至っては同2，740のうち皆無であったお九

そこにどのような市街地が形成されていったかについては，既に指摘した。し

かし，大阪市に編入されたのは，このように都市化した町村ばかりではなかっ

た。第11表は，新市域の中でも|日市から離れた地域にある村の土地利用の推移

をみたものである。旧東成西成同郡全体および第 1表ミもとりあげた鷺洲町・

鶴橋町などの趨勢が，急速な人口増，田畑の減少，宅地の増加を示しているの

と比べ，人口・上地利用ともに変化の度合が少なく，農村的土壌が依然として

保持されていたことが容易に推測され得るであろう。したがってこれら町村に

第11衰 「第三圏」町村白人口および土地利用 (1919年末と1923年末〉

|人口| 田 l畑|宅地| 1人口 i国 1 畑|宅地

豊里村! 22，， 378 142町3 14町8 67，， 719 219町3 22開I9 23町7 

247 142.8 13.5 034 219.2 22.9 24.3 

大道村
1.675 131.4 61.0 i 古市村 35，， 465 233.6 9.5 13.3 
1'738 130，8 60，8 306 231.6 9，1 16.7 

中島 村
50，4 70，3 83 i清水ヰ寸 22，，28557 4 141.4 1.8 8.7 
50.8 71.5 8，4 146，6 1.7 10，1 

新庄村 2，793 111.9 6.5 
99.6 9喜連村 2I，，71962 6 137.9 1.4 8，7 

112.8 7.5 137，4 1.5 8，7 

北中島村
6，095 232.7 18.5 23.1 

商百済村 I2，，95 61 134，2 40.1 11.0 
5，584 228.4 19.0 27.5 61 133.2 38.2 11.7 

歌島村 683， 239 193.0 57.8 25.0 
依羅村

3，160 131.9 95.3 13.4 
168 189.4 58.3 27，2 3，639 134，9 95.6 13，8 

7，8 福 村 z2:570 66 O 8 4-4長居村 22，，64581957-9 
7401 6，31 0，81 4 ， 311~ ，p "1 2.7851 80，01 59.61 8.0 

川北村 1711 76，21 151.21 8.呂敷津村 8311 230，31 185.81 12，9 

西成郡|22;箆Ii関 7.6 山田2 成刊誌i:mi:吋1矧 6凶

量測4詮剛|相叶1 溜吋6 醐m李iト町1z吋副肌吋 1サ 司 1
，8761 77，31 7，81 131.511-'""' 1 51，3451 97，01 26.41 63，6 

注〉 各町村とも上段が1919年，下段が1923年の数値である。中島村.新庄村白人口は，組合
村としてー括して計上している。また，町村を選択する基準は， r大阪市域拡張史J46 
ベージに悼る。

資料〕 第 1表と同じ。

3町 大1限府内務部「大限市E其附近ユ於ケル小作争議解決事羽J1934年， 29ベージ。
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は，基木的に市成編入の内的必然性はなかったはずである。実際，編入に最も

積極的であったのは，旧市域に隣浸した町村であり，その主な理由は，上下水

道・学校などの都市的施設の整備が，財政難のためにゆきづまっていたことに

よるものであった叩。他方，大規模工場が立地していたり(域北村)， 財産所

有が豊か(住吉，墨ノ江，粉浜中わであったが故に財政力ある町村や，財政カ

はなくても純農村地帯の村は，編入に反対もしくは積極的ではなかフたのであ

るo しかしこれら町村も，旧東成西成同郡が分割して編入された場合，共同事

業の遂行が困難になること，将来的な大阪市の膨張傾向等に鑑み，やむなく編

入に同意したのであったS円。それでも依羅村だけは，最後まで唯一反対し続け

たのであるが，知事の諮問に対する答申の次の一節は，編入政策のー側面を示

している。

「今妄リニ本村ノ如キ純農村ヲ大阪市ニ編入スノレヘ徒ラユ其包容ノ大ヲ

誇ノレ外何等一都市ヲ形成スノレ共通的素質ヲ有セザノレノミカ，同一自治体トジ

テノ生活上，風俗，産業，教育，衛生，等皆其軌ヲ異ニセノレヲ以テ，之ガ併

合ハ恰モー黒人ニ粉黛ヲ施サシメ，白人ノ群中ニ舞踏ヲ強イント λ ノレユ等 ν

カノレヘキ。J3Sl (傍点は引用者〕。

大阪市にとっては「一度都市的施設を施すに於ては，近き将来に於て都市化

せらるべき素質を多分に有って居た」耐としても，農民にとってはまさに 4寝

耳に水'の ζ とだったのである。

しかし，これら農村地帯にも都市化の影響は着実に浸透しつつあヮた。山崎

36) i大阪市域拡張史J86ベージ。
37) 例えば「肱津，長居白二ケ村は何れも市の中心部より遠隔の地にあって，未だ農村白域を脱し

ないから，若し治大なる市域に編入されるやうなことがあれば，官に農村自治の精神を破壊する
のみならず，折角実施D途上にある学校，上水道等各種。自治施設は市の事業の為It犠牲に供せ
られること無きを保し難い。之は農村として忍び難いところであるとて，一時反対を唱へてゐた
が大勢既に東西両成都全部編入を是とするに決したのに鑑み，且つ又大医市将来の発展に想到す
るときは， 市から分離するととの不利なるを悟ったので， 之本編入に同意することにな弓た」
〈向上， 214ベージ〉。

38) i世羅郷土史J146へージ。
39) i大阪市域拡張史j46へ ジ。 i第三園」町村は， ζ 0ようにも世描づけられていた。
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隆三氏は大阪市の西隣に位置する兵庫県尼崎市を分析して， I地主制の最高潮

期と考えられる第一次大戦前後において，都市周辺農村では資本主義の発展と

ともに小作人不足とし寸事態が発生した」のであり， I資本主義の発展は地王

制の基礎と衝突し，それを掘りくずし，地主制を解体の方向に導くものであ

る」と指摘している川。同様の状況は，大阪府下の農村においてもみられる。

まず地主制の展開を跡づけてみよう。 1916年における府下の耕地 1町以下所

有者はz 耕地所有者全体の76%， 1町以f-.3町以下は16.8J百， 3町以上は7.2%

であった。また，翌'17年の一年間に五段未満所有者が1074戸増加し， 5段以上

5町以下では804戸減少した一方で， 10町以上および50町以上所有の大地主が

増加していた。つまり， I農村の中堅」である「中小地主が追々田地を失ひ衰

亡して過小地主」となり I全〈耕作に従事せぬ連中」である「大地主が益々

肥る」という状況であった4υ。これを新市域についてみるならば，第12表に示

さわしているように， 1914年から市域拡張実施前年の'24年までの10年間に， I農

村の中堅」たる自作農・専業農家ともに大幅に減少しているのに対して，小作

農家戸数はほとんど変化をみせておらず，地主制の展開を裏づけるものといえ

第四表新市域における農家戸数

|総戸数 l自 作 l小 作 i自作兼小作i専 業兼

1914年 8，723 4，703 2，205 5，383 

'19 8，277 1，541 4，887 1，849 4，926 

'24 7，117 1，177 4，748 1，192 3，951 

'29 5，5日D 1，003 3，738 759 3，694 

'33 4，880 998 2，999 8B3 

'34 4，552 828 814 2，865 

'35 4，005 738 2，522 745 2，4口3

注) 1934年は旧市域を古んでいる。ただし，自作農家は旧市に皆無であった。
資料-) 1919年までは「大野府統計書J，以降ほ「湖国主市統計書」より作成。

業

3，340 

3，351 

3，166 

1，8日6

1，69B 

1，687 

1，602 

40) 山崎隆三，大正期都市周辺における地主制， I経由学雑誌」揮70巻第5・6号， 1971年6月。
41) I大阪朝日新聞J191B年4月26日付。また， 同'却年 7月10日付では「府下に於ける土地所有

の詞宜をみれば.田畑50町歩以上申所命者総数22名にし C100町歩以上の所有者は8名にLて是
等の大地主中自家に於て耕農に従事し居るものは極めて少し」と報ぜられている。
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る42)0 

しかし，都市近郊での地主制の展開は，農村解体の論理を内に秘めたもので

あった。というのは，不在地主の側での土地観の変化，つまり，耕地と Lてで

はなく宅地・工場地と Lての所有一一土地町商品化一ーがすすむ一方で山，

「薄利な農業は仮令米価が空前の昂騰を呈し疏菜類の価格が騰貴したからとて，

工業労働の報酬には到底及ばない 蟻の甘きにつくが如く，農村の労力は其

方面に吸収せられるのであって， 夫等の多〈は細農階級の小作農民であるJ44)

とし寸状況があったからである。要するに，地主・農民の双方に離農を促す要

因があったのである。したがって，第12表で'24年まで小作農家・兼業農家の推

移がさほど変化していないことの意味は，離農による減少が，自作農の小作農

化・専業農家の兼業農家化によって相殺されたものと考えるべきであろう。そ

の相殺が追いつかな〈なった'24年以降，小作農・兼業農家が大幅な減少をみせ

ていることは，このことを裏づけるものといえる。

ともあれ，このような農村地帯をも市域に編入Lょうとした大阪而当局の意

図は，それまでの施策が，既に市街化した地域を対象とした後追い的なものば

かりであったζ とへの反省から，将来の都市化を見込んでまさに計画的な市街

化をすすめようとすることにあった..，。それによる農村地帯の変貌過程で，大

地主・土地会社がどう関わるのか，また，大阪市の都市計凶行政がどのような

役割をはたすのかを検討する ζ とは，都市形成における都市と近郊農村との関

42) '24年現在の府下小作農の全農家に対する割合は 51.4克であったが，京成都64%. 西成都.715出
と.府下の他都と比べて著しく高〈なっていた σ大阪市域拡張史J10H03へ ν〉。

43) 例えぽj 本来な b農業生産力向上のためにおこなわれるべき耕地整理が「地目変更エヨリテ士
地ノ価格ヲ高メント̂ 'レ準備了{乍J (大阪府内務部前掲書， 14へ ジ〉となっていたn そのた
め，地主の土地直還要求が強まり，府下で土地返還をめぐる小作争議が急増した〈大阪府農地部
農地課「大阪府農地改革史J1952年I 231へ一的 271-272ページ，参照〉。

44) i大阪朝日新聞J1919年5月30日付。
45) 当時， 都市計画をめぐって固院予ell'lには?でに， E 山ワードの田園都市の提唱などによって，
都市の際限なき~張政策やフランスのナポレオン三世世下でみ bれたような美化主義街路中心
政策は，否定的評価を下されるようになっていた。そして，農村との調和ぞ禄地保全などによる
住環境整備に計画の力点が移りつつあった。当時の大阪市長関ーは，既述の如く都市研究の第一
人者でもあり，かかる動向の影響をうけて，このような大規模な市域位張をすすめたものと思わ
オLる。
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係を考察する上で最も注目すべき問題である。

おわりに

以上の分析から明らかとなった大阪の都市形成の特徴は，以下のとおりであ

る。

第一に，戦前わが国の経済の中心地にふさわしく急速な発展をとげつつあり，

それに応じた既成市街地の再整備が求められていた一方で，都市的公共施設の

不十分な地域での無政府的な市街地形成によって，工場労働者をはじめとする

「j湘民」が，工場周辺の環境の悪い地域に集中していったのである。第二に，

貧富の格差がいっそう拡大する中で，低所得層を中心に住宅問題が深刻化して

いた。他方，以後の都市形成に大きく影響する未開発地の多くは，土地会社・

大地主の所有するところとなっていた。第三に，都市の膨張にともなう資本の

浸透をうけつつあったとはいえ，未だ農村的土壌の色濃〈残る近郊農村をも包

摂して「秩序ある」市街地形成をめざす都市計画が企てられ，市域拡張政策に

よってその行政的基盤古丸、っそう整えられることとなったのである。

つまり，この場合の都市化とは，中枢管理機能の集積に示されるように，資

本が集積利益を求めて都市に集中し，既成市街地での土地利用の再編が生じる

過程であると同時に，市街地の膨張によって，非都市地域での土地利用の劇的

な転換が生じる過程でもあった相。，都市問題は土地問題にある」山といわれ

て久しいが，資本主義社会における都市化と土地問題とり関係も，資本の内包

的発展と外延的発展との 2側面を統 して把握するという点を措いては，検討

しえないであろう。

次杭では，これらの土壌の上に遂行された大阪にお什る都市計画行政を具体

46) j.オコンナーは「郊外と都市が発展させてきた関係は，ちょうど帝国主義列強と第一次産品の
生産，輸出にあたった植民地との問に発展した関時と同様」として「師外による都市の搾取」の
過程を分析している(].u'Conner， The Fiscal Crisis of the State， 197主 pp.125←129，池上
博横尾邦夫監訳「現代国家D財政危機J1981年， 150-155へージ〕。

47) 柴田徳商前掲書， 164へージ。
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的に検討することによって，大阪の都市形成と都市計画との関係およびその特

質を解明することとした¥'0 

(1984. 7. 4) 


